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結 論

認知症予防を目的とした地域高齢者の
主体的なグループづくりと継続の重要性

松田信江 稲生秀子 城直美 武石孝子 前田敦子 松田美紀子（特定非営利活動法人 認知症予防サポートセンター）
杉山美香（地方独立行政法人 東京都健康長寿医療センター研究所）

今後、ますます高齢化が進むとともに、認知症の患者数も増加することが予測されている。認知症の予防には、効果のある生活習慣を身につけ、
継続することが大切である。継続するためには、楽しみながらの活動であること、支えあう仲間づくりが必要と考える。

東京都健康長寿医療センター研究所で開発された、地域型認知症予防プログラムは、地域の一般高齢者を対象としたプログラムで、予防効果の期
待出来る行動の習慣化と主体的な活動の継続を目的としている。プログラムを支援するファシリテーターは、行動変容理論を用いて認知症予防に
効果的な行動の習慣化を促すことと、高齢者の主体的な活動継続のために、楽しい自立的なグループづくりを支援する2つの視点を持って運営する。

このような方法で実施した地域高齢者のグループが自主活動化し、長く活動を継続していくことが、認知症予防のまちづくりに繋がっていくもの
と考える。

本研究の目的は、調査１では、認知症予防ファシリテーター®へのアンケート調査の結果より、ファシリテーターの関わり方から、主体的なグループづくりの方法に
ついて報告する。
調査２では、自主活動グループのアンケート調査の結果より、自主活動の継続の工夫を報告する。

調査１ 認知症予防ファシリテーター®アンケート

対象者 2017年8月現在 当センターに資格登録のある認知症予防ファシリテーター® 391名
（男性97名、女性294名、平均年齢54.7歳）を対象に郵送にてアンケート調査を実施し、123名
（男性36名、女性87名、平均年齢58.2歳）から回答を得た。回収率31.5％

質問項目 ファシリテーターの資格活用の有無、活動実績、担当したプログラム種別と
グループ数、担当したグループの自主活動の状況について等の回答を求めた。

尚、2018年6月に活動経験のある64名（男性14名、女性50名、平均年齢60.1歳）に追加調査を
実施し、郵送またはメールにて回答を求めた。28名（男性5名、女性23名、平均年齢61.8歳） か
ら回答を得た。回収率43.8％
担当した160グループについて、プログラム終了時点での自主化について回答を求めた。

調査２ 自主活動グループアンケート

対象者 2011年度 認知症予防プログラムを実施している自主活動グループ146件に
質問紙によるアンケート調査を実施、93グループ（プログラム種別：ウォーキング35件、
パソコン39件、料理13件、旅行29件、園芸3件、その他2件）から回答を得た。回収率63.7％

質問項目 グループの活動内容、人数、活動場所、活動費用、活動頻度について、他の
グループとの情報交換の機会について、活動継続の秘訣について回答を求めた。

倫理的配慮 いずれも、個人が特定されない形で結果を集計し、公表することを調査票に
記載し同意を得たものが回答した。

ファシリテーターのアンケート調査からは、この方法で実施したプログラムが自主化した、と答えた割合が
89％と高く、行動変容理論を踏まえたファシリテーションが自主化に影響を与えていることが分かった。

自主活動グループのアンケート調査からは、この方法で自主化したグループは主体的に活動を続けており、
お互いの能力や役割に配慮しあう仲間づくりができ、楽しみながら活動をしている。各グループの中には、
機能が少し低下してきている人がいてもメンバー同士が支えあいながら活動を行っている。また、それぞれ
のグループが活動を継続していくうえで、交流組織や情報交換の機会がより継続につながり、グループ同士
の連携によって、住民同士が支えあえるまちづくりに繋がっていくのではないかと考える。
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